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第２次三種町特定事業主行動計画（前期計画）

少子化の進展に対する社会全体の取組を推進するため、次世代育成支援対策

推進法が平成１５年７月に成立し、事業主として仕事と子育ての両立支援のた

めの計画の策定が義務づけられました。このことに伴い合併後まもなく、町で

は平成１８年４月に「三種町特定事業主行動計画」を策定し、職員の仕事と子

育ての両立に向けた環境づくりを進めてきました。

このたび、１０年間の時限立法であった同法の有効期限が平成３７年３月ま

で延長されたことを受け、「第２次三種町特定事業主行動計画（前期計画）」を

策定し、引き続き、安心とゆとりをもって子育てできる職場環境の実現に向け

て取り組むこととします。

次世代育成支援対策推進法は、平成２７年度から平成３６年度までの１０年

間延長されましたが、この計画は、その前半の平成２７年度から平成３１年度

までの５年間を計画期間としています。

なお、計画期間中においても、必要に応じて見直しを行うものとします。
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第２次前期の行動計画では、今まで以上に職員が仕事と子育ての両立につい

ての理解を深め、特に男性職員の育児参加を促します。

誰がいつ休んでもフォローできるよう情報の共有化を図ったうえで効率よく

業務を行い、時間外勤務を縮減するとともに、年次有給休暇等の計画的取得や

取得しやすい環境づくりに全職員が取り組むよう努めます。

１ 出産・子育てに関する諸制度の情報提供と意識の啓発

①出産・子育てに関する特別休暇及び育児休業などの制度をグループウェア

などを通じて周知します。

②出産、子育てに関する相談を受け付け、個々の状況に応じた支援制度の紹

介、アドバイスを行います。

③子育て世代の職員のみならず、すべての職員において「仕事と子育ての両

立」についての意識啓発を行います。特に、管理職が、各種制度について

の正しい知識を持ち、職員に対し制度を積極的に利用するよう働きかけが

できるようにします。

２ 妊娠中及び出産後の職員への配慮

①母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度に

ついて、個別に説明し、積極的な利用を促します。

②妊娠中の職員の健康や安全に配慮します。特に、時間外勤務や重量物を取り

扱う業務等を制限し、業務の軽減が図られるようにするとともに、周囲の職

員の理解と協力を促します。

③母親・父親になることがわかったら、速やかに所属長や総務課人事担当者

に申し出るようにし、出産育児に関わる休暇等の諸制度の活用や勤務状況

について適切な配慮が受けられるようにします。

④対象となる職員が仕事と出産・子育てとの両立ができるよう、職場全体で

サポートします。

Ⅲ 計画の内容



３ 育児休業等を取得しやすい環境づくり

①育児休業、育児短時間勤務及び部分休業の周知を図るとともに、特に男性

職員の育児休業等の取得促進について周知を図ります。

②グループウェアにより育児休業等の周知を図るとともに、次世代支援対策

の意義や重要性についての意識づけを行います。

③育児休業取得の申出があった場合には、職員が所属する課等において業務

分担の見直しを行います。

④課内において、人員配置等育児休業中の職員の業務を遂行することが困難

なときは、臨時的任用制度の活用による適切な代替要員の確保を図ります。

⑤育児休業中の職員に対して、職場に関する情報提供や育児の状況について、

相互の連絡を取り合うように努め、円滑な職場復帰の支援を行います。

⑥育児休業から復帰した職員は、業務に慣れるのに時間がかかるうえ、子供

の急な発熱等にも対応しなければならないなど、仕事と子育ての両立のた

めの大切な時期であるため、業務分担の見直しなど、復帰時のケアに積極

的に配慮します。

【目標】：平成３１年度までに、育児休業等の取得率を男性職員５％

以上、女性職員１００％とします。

４ 時間外勤務、休日勤務の縮減

①常態的な時間外勤務は、職員の健康への影響が危惧されるところであり、

特に、子育てをする職員の負担となることから、その縮減に努めます。

②時間外勤務を減らすために、役割分担の見直し、事務の簡素化、合理化を

図ります。

③職員の勤務状況を把握して健康管理に努めるとともに、効率的な業務を推

進し、時間外勤務をしない職場の雰囲気づくりを心がけます。



５ 休暇取得の促進

①職員及びその家族の記念日や子どもの学校行事等、家族とのふれあいのた

めの年次有給休暇の取得促進を図ります。

②育児、子育てに関する特別休暇制度をグループウェアで周知するとともに、

取得しやすい職場づくりに努めます。

③資料の共有化や複数担当制を推進し、職員が休暇を取得しやすい環境を目

指します。

【目標】：平成３１年度までに、年次有給休暇の平均取得日数を

１２日以上とします。

６ その他の次世代育成支援対策に関する事項

①子どもたちに社会勉強の場を提供し、広く役場を知ってもらうことで、よ

り親しまれる役場にするため、職場見学の機会を提供します。

②地域の子育て活動への参加に意欲がある職員、また、スポーツや文化活動

など、子どもたちの育成に有用な知識や特技を有する職員の地域における

子育て活動への参加を奨励するとともに、地域活動に参加しやすい職場の

雰囲気づくりに努めます。

③子どもが参加する地域の活動に敷地や施設を提供します。

④子どもを安全な環境で安心して育てることができるよう、地域住民の自主

的な防犯活動や少年非行防止、立ち直り支援の活動等への職員の積極的な

参加を支援します。

⑤家庭における子育てやしつけなど、家庭教育に関する情報提供を行います。



この計画は、職員の仕事と子育ての両立を支援するため策定されたものです。

子育てをしている、していないに関わらず、全ての職員が仕事と生活の調和の

とれた働き方へ変えていくことが大切です。日頃から職場内で円滑なコミュニ

ケーションと信頼関係を築き、任された業務を遂行することでこの計画が実効

性のあるものとなり、次代を担う子どもが健やかに生まれ、育てられる社会環

境づくりに貢献できることを願うものです。

Ⅳ おわりに


